
議案第９号（条例関係）

経営企画課

条

例
鳥取県営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例について

名

等

１ 提出理由

提 小鹿第一発電所、小鹿第二発電所、舂米発電所及び日野川第一発電所（以

下「対象発電施設」という。）について、民間資金等の活用による公共施設

等の整備等の促進に関する法律（以下「民間資金法」という。）の規定によ

出 る公共施設等運営事業の導入を図るため、所要の改正を行う。

２ 概 要

理 （１）知事は、民間資金法の規定により、選定事業者に対象発電施設の運営等

に係る公共施設等運営権を設定することができることとする。

（２）知事は、次の基準に照らして最も効率的かつ適切に対象発電施設の運営

由 等を行うことができると認める者を選定事業者として選定するものとする。

ア 対象発電施設の運営等を安全かつ確実に実施することができること。

イ 再生可能エネルギーの安定供給に資すること。

及 ウ 地域経済の発展に資すること。

エ アからウまでに掲げるもののほか、実施方針において定める基準を満た

すこと。

び （３）運営権者は、(２)のアからエまでに掲げる基準に適合するよう対象発電

施設の運営等を行わなければならない。

（４）運営権者が行う業務は、対象発電施設の設備の運用、維持管理その他の

概 運営等に関する業務とし、その具体的内容は、知事が実施方針において定

めるものとする。

（５）運営権者は、対象発電施設の運営等に伴う発電に係る料金を自らの収入

要 として収受するものとする。

（６）知事は、運営権者から運営権対価を徴収するものとする。

（７）その他所要の規定の整備を行う。

（８）施行期日は、公布の日とする。



民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律等の規定と

実施方針に関する条例について

１ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律の抜粋（以下「民間資金

法」という。）

（実施方針に関する条例）

第18条 公共施設等の管理者等（地方公共団体の長に限る。）は、前条に規定する場合に

は、条例の定めるところにより、実施方針を定めるものとする。

２ 前項の条例には、民間事業者の選定の手続、公共施設等運営権者が行う公共施設等の

運営等の基準及び業務の範囲、利用料金に関する事項その他必要な事項を定めるものと

する。

２ 内閣府の公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関するガイドラインの抜粋

管理者等が地方公共団体等の長である場合、実施方針に関する条例については、想定さ

れる規定事項は以下のものが挙げられる。また、本規定は、指定管理者に係る条例（地方

自治法第244条の２第４項）と同趣旨である。

① 選定の手続。申請の方法や選定基準等。

② 運営等の基準。休館日や開館時間等業務運営の基本的事項。

③ 業務の範囲。事業者に行わせようとする業務（例えば、管理者等が行ってきた全業務

を運営権者に行わせるのか、あるいは一部のみか等）。

④ 利用料金に関する事項。利用料金の基本的枠組み（上限等）。

３ 改正条例案で定める内容

（１）公共施設等運営権の設定

知事は、民間資金法の規定により、選定事業者に小鹿第一発電所、小鹿第二発電所、舂米

発電所及び日野川第一発電所（以下「対象発電施設」という。）の運営等に係る公共施設等

運営権を設定することができるものとする。

（２）選定の手続

知事は、次の基準に照らして最も効率的かつ適切に対象発電施設の運営等を行うことがで

きると認める者を選定事業者として選定する。

ア 対象発電施設の運営等を安全かつ確実に実施することができること。

（経理的な基礎を擁することはもとより能力的にも技術的にも安全、確実な運営ができること）

イ 再生可能エネルギーの安定供給に資すること。

ウ 地域経済の発展に資すること。

エ アからウまでに掲げるもののほか、実施方針で定める基準を満たすこと。

（３）運営等の基準

運営権者は、（２）の各号に掲げる基準に適合するよう運営権者自らが対象発電施設を運

営しなければならないものとする。

（４）業務の範囲

運営権者が行う業務は、対象発電施設の運用、維持管理その他の運営等に関する業務とし、

具体的内容は実施方針に定める。

（５）利用料金

運営権者は、対象発電施設の運営等に伴う発電に係る料金を自らの収入として収受するも

のとする。

（民間資金法の規定は、施設使用料を念頭においたものだが、対象発電施設については売電

収入（本件では固定価格買取制度に基づく発電収入）がこれに該当する。）

（６）運営権対価の徴収

知事は、運営権者から運営権対価を徴収する。



検討中の実施方針の項目及び概要

１ 特定事業等の選定に関する事項

（１）本事業の概要

（２）本事業の事業内容

・小鹿第一発電所、第二発電所及び日野川第一発電所の再整備業務並びに舂米発電所を含

めた４発電所の運営維持業務を義務事業とする。

・運営権の存続期間は、各施設ごとに再整備完了後から２０年後までとする。

・条件で合意できれば運営権存続期間の延長を認める（延長は最長で３０年間とする）。

・事業者は、自身の費用と責任で電気主任技術者等の技術者を配置するものとする。

・事業者は、運営権対価として、一括金及び分割金を県に支払うものとする。

（３）特定事業の選定方法に関する事項

２ 民間事業者の募集及び選定に関する事項

（１）募集及び選定方法

・公募型プロポーザル方式により選定する。

（２）選定の基本的な考え方

・応募書類を次に掲げる基準に照らして審査して、最も効率的で適切に対象発電施設の運

営、整備を行うことができると認める者を優先交渉権者として選定する。

ア 運営権設定対象施設の運営を安全かつ確実に実施することができること。

イ 再生可能エネルギーの安定供給に資すること。

ウ 地域経済の発展に資すること。

エ 県の財政の健全化に資すること。

（３）募集及び選定スケジュール

2019年１月下旬 実施方針の公表

2019年３月下旬 募集要項等の公表

（事業者選定）

2020年３月 基本協定の締結

（運営権設定の手続）

2020年７月 契約の締結及び公表

（４）応募者の参加資格要件

（主なもの）

・単独の事業者又は複数の事業者によるコンソーシアムであること。

・県から指名停止又は資格停止を受けていない者であること。

・発電事業の運営維持業務の実績を有する者が応募者に含まれていること。

（５）審査及び選定手続

・有識者等からなる選定審査会を設置し、提案の審査を行う。

・一次審査で３社程度に絞り込みを行い、二次審査で競争的対話を通じて作成された提案

書に基づき優先交渉権者を選定する。

・選定事業者は、特別目的会社を県内に設立しなければならないものとする。

（６）提出書類の取扱

３ 民間事業者の責任の明確化、事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項

（１）本事業の前提条件

・水利権及びダム使用権は引き続き県が保有する。

・固定価格買取制度の事業計画の認定は事業者の責任と負担で取得するものとする。

（２）リスク分担の基本的な考え方

・水力発電事業は、一般的に民間事業として成立していることから、事業者がリスクを負

うことを基本的な考え方とする。ただし、不可抗力リスクや既存施設の瑕疵リスク等は

県が一定程度負担する。



（３）事業者の責任の履行確保に関する事項

・契約等に定められた業務の履行及び要求水準の達成状況並びに財務状況を把握するため

に事業者による自己点検に加え、県による確認（モニタリング）を行う。

（４）運営権者の権利義務等に関する制限及び手続

４ 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項

（１）事業対象地

（２）対象施設

５ 実施契約に定めようとする事項及びその解釈について疑義が生じた場合における措置に関す

る事項

（１）実施契約に定めようとする事項

（２）疑義が生じた場合の措置

（３）準拠法及び管轄裁判所の指定

６ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項

（１）本事業の継続が困難となった場合の措置

（２）融資機関と県との協議

・事業者が事業継続に支障をきたした場合に本事業に資金供給を行う融資機関の介入によ

り事業の修復が円滑に進むよう、当該融資機関と協議を行い、直接協定等を締結するこ

とができるものとする。

７ 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項

（１）法制上及び税制上の措置に関する事項

（２）財政上及び金融上の支援に関する事項

（３）その他の協力に関する事項

８ その他特定事業の実施に関し必要な事項

（１）使用言語、通貨

（２）応募に伴う費用の負担

（３）情報提供

【小鹿第一発電所】 【小鹿第二発電所】

【舂米発電所】 【日野川第一発電所】



鳥取県営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

鳥取県営企業の設置等に関する条例（昭和41年鳥取県条例第37号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（業務状況の説明書類の提出） （業務状況の説明書類の提出）

第13条 略 第13条 略

（公共施設等運営権の設定）

第14条 知事は、民間資金等の活用による公共施設等

の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117

号。以下「民間資金法」という。）第16条の規定に

より、選定事業者（民間資金法第２条第５項に規定

する選定事業者をいう。以下同じ。）に、第４条第

２項に規定する小鹿第一発電所、小鹿第二発電所、

舂米発電所及び日野川第一発電所（以下「対象発電

施設」という。）の運営等（民間資金法第２条第６

項に規定する運営等をいう。以下同じ。）に係る公

共施設等運営権（同条第７項に規定する公共施設等

運営権をいう。以下同じ。）を設定することができ

る。

（民間事業者の選定の手続）

第15条 選定事業者に選定されようとする民間事業者

は、知事が別に定めるところにより、応募に必要な

書類を知事に提出しなければならない。

２ 知事は、前項の規定により提出された書類を次に

掲げる基準に照らして審査し、最も効率的かつ適切

に対象発電施設の運営等を行うことができると認め

る者を選定事業者として選定するものとする。

(１) 対象発電施設の運営等を安全かつ確実に実施

することができること。

(２) 再生可能エネルギーの安定供給に資するこ

と。

(３) 地域経済の発展に資すること。

(４) 前３号に掲げるもののほか、知事が実施方針

（民間資金法第５条第１項に規定する実施方針を

いう。以下同じ。）において定める基準を満たす

こと。

（運営権者による運営等の基準）

第16条 第14条の規定により公共施設等運営権の設定

を受けた選定事業者（以下「運営権者」という。）

は、前条第２項各号の基準に適合するよう対象発電



施設の運営等を行わなければならない。

（運営権者の業務の範囲）

第17条 運営権者が行う業務は、対象発電施設の電気

設備、取水設備その他の設備の運用、維持管理その

他の運営等に関する業務とし、その具体的内容は、

知事が実施方針において定めるものとする。

（発電料金の収受）

第18条 運営権者は、対象発電施設の運営等に伴う発

電に係る料金を自らの収入として収受するものとす

る。

（運営権対価の徴収）

第19条 知事は、運営権者から、民間資金法第20条に

規定する費用に相当する金額その他の公共施設等運

営権の設定に伴う対価（以下「運営権対価」という。）

を徴収するものとする。

２ 運営権対価の額、支払方法その他必要な事項は、

民間資金法第22条第１項の規定により締結する公共

施設等運営権実施契約に定めるものとする。

（企業管理規程への委任） （企業管理規程への委任）

第20条 この条例に定めるもののほか、この条例の施 第14条 この条例の施行に関し必要な事項は、企業管

行に関し必要な事項は、企業管理規程で定める。 理規程で定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。


